入札公告【電子入札方式】

次のとおり電子入札方式による条件付一般競争入札（事後審査型）を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び海南市契約事務規則（平成17年海南市規則第33号）第５条第１項の規定に基づき公告する。

令和８年７月１日
									海南市長　神出　政巳

１　工事概要
（１）工事年度・番号		令和８年度・0730-2
（２）工事名			基幹管路整備工事
（３）工事場所			海南市　黒江　地内
（４）工事概要			配水管布設工
（５）工期			令和９年３月24日迄
（６）予定価格			事後公表
（７）調査基準価格		事後公表（低入札価格調査制度の対象工事）
（８）施工形態			単体企業
（９）支払条件
　　ア　工事前払金		適用
　　イ　工事部分払		適用
（10）入札保証金		免除
（11）契約保証金		必要（契約金額の100分の10以上の金額）
				ただし、有価証券等の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の保証を
もって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保
証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金は免除する。
（12）コリンズ登録		必要

[bookmark: _Hlk137108599]２　入札参加に必要な資格に関する事項
　　次に掲げる要件を全て満たす者であること。
（１）地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者
（２）海南市建設工事競争入札参加資格を有する業者の名簿に土木工事業で登録されている者
（３）建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に規定する特定建設業の許可を土木工事業で受けている者
　　　※入札参加が委任先事業所となる場合は、その委任先において上記許可を受けていることが必要
（４）主たる事業所（本社・本店）又は委任先事業所（支社・支店・営業所等）が近畿圏内にある者
　　　※近畿圏内とは、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県及び和歌山県をいう。
（５）建設業法第27条の23第１項に規定する経営事項審査を受けており、同法第27条の29第１項に規定する総合評定値通知書における土木一式工事の総合評定値（開札予定日の前日から１年７か月前以降の日を審査基準日とし、最新のもの）に国際標準化機構の認証（ISO9001又はISO14001）取得による点数を加算した点数が、次のとおりである者

	主たる事業所（本社・本店）又は委任先事業所（支社・支店・営業所等）が海南市内にある者
	７５０点以上

	主たる事業所（本社・本店）又は委任先事業所（支社・支店・営業所等）が和歌山県内（海南市を除く）にある者
	８５０点以上

	主たる事業所（本社・本店）又は委任先事業所（支社・支店・営業所等）が近畿圏内（和歌山県を除く）にある者
	９５０点以上


　　　※ISO9001、ISO14001の認証取得者には、それぞれ20点を加算する。

（６）建設業法第26条第２項に規定する監理技術者（建設業の種類が土木工事業で登録されている者）を当該工事に専任で配置できる者
　　　※監理技術者は、一級土木施工管理技士の資格を有し本入札予定工事と同業種（土木一式工事）の工事監督経験のある者に限ります。
（７）直前10年間に、元請として本入札予定工事と同業種（土木一式工事）で相当規模（監理技術者の専任配置を行った工事）の公共工事の実績のある者
（８）建設業法第28条に基づく指示又は営業停止の処分を受けていない者
（９）海南市建設工事等の契約に係る指名停止措置要綱に基づく指名停止措置及び和歌山県建設工事等契約に係る入札参加資格停止等措置要綱に基づく入札参加資格停止措置のいずれも受けていない者
（10）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者にあっては、更生計画認可の決定後、海南市の競争入札参加資格の再認定を受けている者
（11）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者にあっては、再生計画認可の決定後、海南市の競争入札参加資格の再認定を受けている者
（12）この入札に参加しようとする者との間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。
ア　資本関係
　　以下のいずれかに該当する二者の場合
①　子会社等（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。②において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。②において同じ。）の関係にある場合
②　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合
イ　人的関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社等（会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。
①　一方の会社等の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社にあっては執行役）、持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社をいう。）の業務を執行する社員、組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合
②　一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67条第１項の規定により選任された管財人（以下「管財人」という。）を現に兼ねている場合
③　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
　　　ウ　その他入札の適正さが阻害されうると認められる場合
①　複数の単体企業により構成される組合等（以下「組合等」という。）とその組合等を構成する単体企業の場合
②　その他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合

３　入札参加手続等に関する事項
（１）入札参加申請手続		開札後に入札参加資格の審査を行うため不要
（２）設計書等の閲覧
　　ア　閲覧期間		令和８年７月１日（水）から令和８年７月29日（水）まで
　　イ　閲覧場所		海南市入札情報公開システム
				※海南市入札情報公開システムの利用可能時間に限る。

４　入札手続等に関する事項
（１）入札期間			令和８年７月23日（木）午前８時30分から
				令和８年７月29日（水）午後５時00分まで
				※海南市電子入札システムの利用可能時間に限る。
（２）入札書及び工事費内訳書の提出等
　　ア　入札書は、工事費内訳書を添付のうえ海南市電子入札システムにより提出しなければならない。
イ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
ウ　落札候補者となるべき者が２者以上あるときは、電子くじにより順位を決定するため、くじ番号も記載すること。
エ　一度提出された入札書及び工事費内訳書の書換え、引換え又は撤回は認めない。
オ　入札期間以外に到達した入札書及び工事費内訳書は、理由の如何にかかわらず受理しない。
（３）入札の無効について
　ア　海南市契約事務規則第12条第１項各号のいずれかに該当する入札は無効とする。
　イ　入札書記載金額と工事費内訳書の合計金額が一致しない場合及び工事費内訳書の提出がない場合の当該入札は無効とする。

５　質問の受付及び回答
　本入札に関する質問を次のとおり受け付け、回答する。
（１）受付期限			令和８年７月17日（金）午後１時00分まで
（２）受付方法			電子メールによる受付　送信先　gyomu@city.kainan.lg.jp
				※メール送信後、確認の電話連絡（073-483-8750）をすること。
				※質問書の指定様式あり。
（３）回答日			令和８年７月21日（火）
				※回答日前であっても、回答する場合がある。
（４）回答方法			海南市のホームページで回答する。（質問者名は公表しない。）
	https://www.city.kainan.lg.jp/kakubusho/suidobu/gyomuka/oshirase/suidou_nyuusatsu/4880.html
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６　開札に関する事項
（１）開札予定日時		令和８年７月30日（木）午前11時00分 
（２）開札状況の公表予定日	開札予定日
（３）落札予定日		開札予定日の翌日（翌日が土日・祝日の場合は、翌日以降の日で最も近い土日・祝日でない日）
	※低入札価格調査の対象となった場合は、調査終了後
（４）開札・公表方法
ア　開札は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせ、海南市電子入札システムにより執行する。
イ　開札の結果、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をした者を落札候補者とする。
ウ　落札候補者となるべき同価格の入札者が２者以上ある場合は、海南市電子入札システムの電子くじにより順位を決定する。
エ　開札状況等は、速やかに海南市電子入札システムにおいて公表する。

７　落札者の決定方法に関する事項
（１）発注者は、落札候補者から提出された入札参加資格確認書類等を審査し、公告要件を全て満たしている場合には、当該落札候補者を落札者とする。公告要件を満たしていない場合には、当該落札候補者が行った入札を無効としたうえで、次順位者を落札候補者として入札参加資格確認書類等を審査し、適格者が確認できるまで順次審査を行うものとする。ただし、低入札価格調査基準価格を下回る価格をもって入札をした者が落札候補者となった場合の落札者の決定については、「９　低入札価格調査に関する事項」のとおりとする。
（２）落札候補者が正当な理由なく落札者となることを辞退した場合は、不誠実な行為として指名停止基準に基づく指名停止を行う。
　　　※正当な理由に該当する場合の例（証明書類の提出が必要）
　　　・配置予定の現場代理人等が病気・死亡・退職等により配置することができなくなった場合
・入札書等提出日時から開札日時までの間に他の工事を受注（落札）したことにより当初配置予定の現場代理人等を配置することができなくなった場合
・当初の落札候補者が低入札価格調査による失格などの理由により、次順位者以降の者が繰り上がって落札候補者となった場合で、当初の配置予定技術者が既に別工事に従事してしまった場合
・建設業の許可を取り消された等のやむを得ない事情による場合

８　入札参加資格確認書類等に関する事項
（１）落札候補者は、発注者から落札候補者である旨の連絡を受けたときは、開札予定日の翌日（翌日が土日・祝日の場合は、翌日以降の日で最も近い土日・祝日でない日）午後５時までに、入札参加資格確認書類等を提出しなければならない。
（２）入札参加資格確認書類等は、次のとおりとする。
　ア　誓約書（指定様式）
　イ　同種工事施工実績調書（指定様式）
　　　※同種工事は、土木一式工事に限り、添付書類が必要。
※「２　入札参加に必要な資格に関する事項」（７）を参照のこと。
ウ　経営事項審査の総合評定値通知書の写し（開札予定日の前日から１年７か月前以降の日を審査基準日とし、最新のもの）
　　エ　ISO9001又はISO14001の認証取得者にあっては、その登録証の写し
オ　現場代理人等通知書（指定様式）
　カ　現場代理人及び配置予定技術者の経歴書（任意様式）
　キ　配置予定技術者の資格者証の写し
　ク　配置予定技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類
※次のいずれかを原則とし、開札予定日を基準として３か月以上の雇用関係を確認できること。
　①　市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書
　　②　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書
　　③　所属会社の雇用証明書（氏名、事業者名称、証明者、証明日(3か月以内のもの)、雇用形態(正規従業員であることがわかるもの)、雇用開始日に関する記載あり、証明者(代表者等)印が押印されたものであること(任意様式)。）
　　④　その他上記に準ずる資料
　ケ　配置予定監理技術者が営業所専任技術者と重複していないことを確認できる書類（専任技術者証明書の写し）
（３）入札参加資格確認書類等は、原則ＰＤＦ形式とし、電子メール（送信先：gyomu@city.kainan.lg.jp）に添付して提出すること。これ以外の方法を希望する場合は、「12　担当部署」の入札事務担当者に電話連絡すること。
（４）提出された入札参加資格確認書類等の書換え、引換え又は撤回は、特別な事情がない限り認めない。
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９　低入札価格調査に関する事項
低入札価格調査基準価格を下回る価格をもって入札し落札候補者となった場合は、海南市低入札価格調査実施要綱（平成27年告示第122号）に基づき低入札価格調査を実施するので、調査様式を指定期日（基本的には落札候補者となった日の翌日から起算して５日以内とする。ただし、指定期日が土日・祝日の場合は翌日以降の日で最も近い土日・祝日でない日とし、最終日は午後４時まで）までに提出すること。
※調査様式提出期限		令和８年８月４日（火）午後４時　必着
調査様式提出部数		正本　１部、副本　１部
ヒアリング			令和８年８月６日（木）午前10時（予定）
公告要件を全て満たし、かつ提出様式及びヒアリング等による低入札価格調査の結果、契約内容に適合した履行がされると認めたときは、その者を落札者として決定する。
調査の結果、契約内容に適合した履行がなされない恐れがあると認めた場合は、その者を落札者とせずにその者を除く最低の価格をもって入札した者を落札候補者と決定する。この場合において、次順位者が低入札価格調査基準価格を下回る者であった場合は、海南市低入札価格調査実施要綱に基づく調査様式を、提出要請を受けた日の翌日から起算して５日以内（最終日は午後４時（ただし、最終日が土日・祝日の場合は翌日以降の日で最も近い土日・祝日でない日の午後４時））に提出のうえ、調査に協力することとし、以降、同様の手続をとるものとする。

10　契約に関する事項
落札決定後、契約の日までの期間に、落札者が「２　入札参加に必要な資格に関する事項」に掲げるいずれかの要件を満たさなくなったときは、契約を締結しない。この場合、発注者は落札者に対し何ら責任を負わない。

11　注意事項
（１）この公告に関して訂正事項がある場合は、令和８年７月21日（火）までに海南市入札情報公開システムのこの公告案件の添付ファイル一覧に「訂正のお知らせ」として掲載する。
（２）この公告に定めのない事項については、海南市契約事務規則、その他関係規定の定めるところによる。ただし、それにより難い場合は、発注者が別に定めるものとする。

12　担当部署
海南市水道部業務課　　〒642-8501　海南市日方1289番地26　　電話　073-483-8750
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